
川崎市の入札契約における暴力団等排除措置要綱 新旧対照表 

 

 

 

改正案 現行 

第１条～第９条（略） 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２４年８月１日から施行する。 

２ この要綱の施行に伴い、川崎市公共工事暴力団対策措置基準（昭和６２

年９月１８日施行）は、廃止する。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年８月１６日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成３０年度において川崎市が発注する特定調達契約に係る一般競争

入札（以下「競争入札」という。）に参加する者（中小企業団体の組織に関

する法律（昭和３２年法律第１８５号）並びに中小企業等協同組合法（昭和

２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合、事業協同小組合、協同組合

連合会及び企業組合（以下「組合」という。）を含む。）に必要な資格並びに

資格審査の申請については、平成２４年８月１日から施行の誓約書（別記様

式）もしくは平成３０年８月１６日から施行の誓約書（別記様式）のいずれ

かを提出するものとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の要綱の規定により調製した帳票で現に残存するものについて

は、令和６年８月３１日までは、引き続きこれを使用することができる。 

 

別表（略） 

 

 

 第１条～第９条（略） 

 

 附 則 

１ この要綱は、平成２４年８月１日から施行する。 

２ この要綱の施行に伴い、川崎市公共工事暴力団対策措置基準（昭和６

２年９月１８日施行）は、廃止する。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年８月１６日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成３０年度において川崎市が発注する特定調達契約に係る一般競

争入札（以下「競争入札」という。）に参加する者（中小企業団体の組織

に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）並びに中小企業等協同組合法

（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合、事業協同小組合、

協同組合連合会及び企業組合（以下「組合」という。）を含む。）に必要な

資格並びに資格審査の申請については、平成２４年８月１日から施行の誓

約書（別記様式）もしくは平成３０年８月１６日から施行の誓約書（別記

様式）のいずれかを提出するものとする。 

（新設） 

 

 

 

 

別表（略） 

 

 

 



改正案 現行 

  


